
市民活動サポートセンター利用登録団体アンケート 実施結果について 
 

※令和 5年４月３日 1０時時点、回答数（ｎ）＝１４０ 

 

１．代表者の年代について 

   
 

 

 

２．団体属性について 
(1)団体の活動継続期間 

 
 

 

 

(2)会員数（賛助会員含む） 

 
 

 

0.7%

10.0%

31.4%
57.9%

３０代未満

３０代～４０代

５０代～６０代

７０代以上

6.4%

16.4%

30.7%

46.4%
３年未満

４年～１０年

１１年～２０年

２１年以上

1.4%

26.4%

18.6%

53.6%

５人以下

５人以上１５人以下

１５人以上～３０人以下

３０人以上

代表者の年代は、50代以上の団体で約90％を占めています。 

 

・会員数30人以上の団体が５４％を占めています。 

・団体設立後年数は１1年以上の団体が約８０％を占めています。 



 

(３)会員の性別の構成 

 
 

 

 

(４)主たる活動分野・内容（複数回答可、グラフ内数値は団体数） 

 
 

 

 

 

 

32.1%

44.3%

23.6%

男性が多い

女性が多い

男女比率はほぼ同じくらい
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保健、医療、介護、福祉の増進

社会教育・生涯学習の推進

観光・特産品のＰＲ

商工業の振興

文化財・郷土芸能の継承

男女共同参画社会の形成の促進

スポーツの振興

動物愛護、植物保護

地域の安心・安全活動

子どもの健全育成、子育て支援

地域経済・商店街の活性化

職業能力の開発・雇用機会の拡充

食育、健康づくり

まちづくりの推進

農林水産業・畜産業の振興

学術・文化・芸術の振興

音楽の振興

消費者の保護

環境の保全・美化

防災・減災、災害救援

国際交流、外国人の支援

情報化社会の発展、科学技術の振興

人権の擁護・平和の推進

ＮＰＯの支援

その他

・女性会員の比率が高い団体が 44％を占めています。 

・活動の分野は幅広く分布していますが、①社会教育・生涯学習の推進 や②子どもの健全

育成、子育て支援 ③保健、医療、介護、福祉の増進 などの活動に、特に多くの団体が取り

組んでいることが分かります。 



 

（５）事務所の状況について 

 
 

 

 

(６)団体情報発信の媒体利用状況（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

３．事業活動全般について 

 
(1)市民活動支援サービス利用状況について 

  
 

 

85.6%

13.6%

0.8%

個人宅を事務所としている

事務所を借りている

事務所を自己所有している

18.6%

23.6%

8.6%

7.1%

0.0%

57.9%

27.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

利用していない

FACEBOOK

TWITTER

INSTAGRAM

TIKTOK

ホームページを利用

その他

52.9%45.7%

1.4%

利用したことがある

知っているが、利用したことがない

サービスがあることを知らない

・ホームページを活用している団体が約６０％を占めています。 

・ＳＮＳでは、Facebookが最も利用率が高く、おおよそ 4団体に 1団体が利用しています。 

・約半数の団体が市民活動支援サービスを利用したことがあると答えています。 

 

・約９０％の団体は個人宅を事務所としています。 



 

 

＊②知っているが、利用したことがない と答えた場合の理由（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

 (2)団体運営上の課題（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23.4%

28.1%

4.7%

26.6%

29.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

魅力的な支援サービスが無い

支援サービスが必要ない

支援サービスの実施場所が遠い

コロナの影響等により参加が難しい

その他

68.6%

27.9%

7.9%

20.0%

26.4%

4.3%

3.6%

13.6%

11.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

団体の人材不足・高齢化

参加者（ボランティア含む）不足

団体の活動時間が取れない

活動場所の確保

活動資金の不足

運営管理に必要な専門的知識が不足

適当な相談者や相談機関がない

他団体・他機関との連携

その他

・市民活動支援サービスを知っているが利用したことが無い理由として、おおよそ

4団体に１団体は「魅力的な支援サービスが無い」と答えています。 

団体運営上の課題については回答の多い順に、以下のとおりとなっています。 

①人材不足・高齢化 （６８．６％） 

②参加者（ボランティア含む）（２７．９％） 

③活動資金の不足（２６．４％） 

④活動場所の確保（２０％） 



 

 

 (3)団体運営にあたりスキルアップの必要性を感じること（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

(4)支援を受けたい内容（複数回答可） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.9%

12.9%

27.9%

24.3%

40.0%

15.7%

11.4%

12.9%

15.7%

0.0% 5.0%10.0%15.0%20.0%25.0%30.0%35.0%40.0%45.0%

財務会計・労務・法務

組織運営方法

ＩＴスキル全般

資金調達

広報関連

プレゼンテーション（ＰＲ・表現）

コミュニケーション・ファシリテーション

所轄庁への提出・申請書類作成

その他

8.6%

5.7%

20.0%

25.7%

25.7%

11.4%

2.9%

2.9%

11.4%

20.0%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

専門知識講座（財務会計・労務・法務など）の…

団体運営の改善（業務効率化）

ＩＴ・オンライン環境の整備

資金調達の方法・支援

ＨＰ・チラシの作成（広報）

プレゼンテーションスキル

コミュニケーション・ファシリテーションスキル

課題整理・活動計画書作成

各種情報提供

その他

スキルアップのニーズについては回答の多い順に以下のとおりとなっています。 

①広報関連 （40．0％） 

②ITスキル全般（２７．９％） 

③資金調達（２4．3％） 

支援を受けたい内容ついては回答の多い順に以下のとおりとなっています。 

①ＨＰ・チラシの作成（広報） （25．7％） 

①資金調達の方法（２5．7％） 

③IT・オンライン環境の整備（２０．０%） 



 

 

(5)ボランティアの受入れ（実地体験含む）について 

 
 

 

 

 

(6)今後の活動の方向性（拡大・縮小）について 

 
 

 

 

 

４．財務状況について 
(1)団体の（年間）活動費 

 
 

25.7%

11.4%

14.3%

48.6%

している（積極的に受け入れる準備がある）

している（要請・希望がある場合のみ）

していない（受け入れを検討していきたい）

していない（受け入れの意向はない）

40.0%

51.4%

8.6%

活動はさらに拡大していきたい

活動は現状を維持する

活動は縮小の方向性にある

70.7%

19.3%

2.1%

2.1%

5.7%

１００万円未満

１００万円～５００万円未満

５００万円～１０００万円未満

１０００万円以上

非公開

・4団体に 1団体は積極的にボランティアを受け入れる準備があると答えています。 

・約半数の団体はボランティアの受け入れ意向はないと答えています。 

約４０％の団体が「さらに拡大していきたい」と答えている一方、約半数の団体は「現

状を維持する」と答えています。 

約７０％の団体が年１00万円未満の活動費となっています。 

 



 

５．協働・連携について  
(1)企業・市民団体・行政等との協働・連携の経験について 

 
 

 

 

※「ある」と回答した場合の協業・連携先（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

 

 

(2)今後の協働・連携についての考え 

 
 

 

67.9%

32.1%

協働・連携をしたことがある

協働・連携したことがない

75.8%

26.3%

51.6%

14.7%

26.3%

16.8%

5.3%

7.4%

4.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

県/市

企業

NPO/団体

自治会

学校

社会福祉協議会

商工会議所

その他の法人

その他

26.4%

52.9%

20.0%
0.7%

積極的にやっていきたい

可能な範囲で実施していく

特に考えていない

その他

約７０％の団体が協働・連携をしたことがあると答えています。 

連携先の実績として回答の多い順に、以下のとおりとなっています。 

①県/市（７５．８％） 

②他のNPO/団体（５１．６％） 

③学校・企業（共に２６．３％）  

約 4団体に 1団体は協働・連携に積極的な意向があり、約半数の団体は「可能

な範囲で実施していく」と答えています。 

 



 

 

 

 ※①、②を選択した場合の、協働・連携をしてみたい先（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)協働・連携について問題だと感じること（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

79.3%

47.7%

58.6%

25.2%

45.9%

27.0%

20.7%

16.2%

8.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

県/市

企業

NPO/団体

自治会

学校

社会福祉協議会

商工会議所

その他の法人

その他

34.3%

14.3%

38.6%

29.3%

15.7%

20.0%

0.0% 5.0%10.0%15.0%20.0%25.0%30.0%35.0%40.0%45.0%

情報共有や相互の意思統一に時間がかかる

対等な関係を維持するのが難しい

協働・連携のための人材や資金が不足している

連携先を見つけ、関係性を築くことが難しい

行政の理解不足（意思決定時間・行政間連携）

その他

連携してみたい先として回答の多い順に以下のとおりとなっています。 

①県/市（７9．3％） 

②他のNPO/団体（５8．６％） 

③企業（47．7％）  

④学校（４５．９％） 

・約４０％の団体が「人材や資金の不足」と答えています。 

・およそ3団体に 1団体は、「情報共有や意思統一の難しさ」と答えています。 

 



 

６．活動状況について 
(1)現在の活動状況について（コロナの影響について） 

 
 

 

 

 

 

 

(2)オンライン・ＷＥＢの活用について 

 
 

 

 

 

 

(3)SDGsに関した取り組みについて（複数回答可） 

 
 

 

 

 

21.4%

47.1%

17.9%

12.9%

0.7%

活動の休止・著しい低下が続いている

影響は受けたが再開している

ほぼ感染拡大前の水準に戻りつつある

ほとんど影響を受けていない

新たな活動を始めた

44.3%

6.4%

13.6%

12.1%

16.4%

7.1%
活用を積極的に行っている

活用を検討している

上手く活用できていない

活動内容から活用が難しい

必要性を感じない

その他

20.0%

0.0%

69.3%

7.1% 3.6%

SDGsを活動の指針として活用（広報）している

SDGsを寄附金等資金調達の意義付けに活用している

SDGs は知っているが、具体的な取り組みはしていない

SDGs をよく知らない

その他

・約半数の団体がコロナの影響はあったが活動は再開していると答えています。 

・およそ5団体に 1団体は活動の休止・著しい低下が続いていると答えています。 

・         〃      ほぼ感染拡大前の水準に戻りつつあると答えています。 

・約半数の団体がオンライン・WEBの活用を積極的に行っていると答えています。 

・約３０％の団体が「うまく活用できない」または「活動内容から活用が難しい」と答えています。 

・約７０％の団体が「ＳＤＧｓは知っているが、具体的な取り組みはしていない」と答えています。 

・5団体に 1団体は「ＳＤＧｓを活動の指針として活用している」と答えています。 



 

７．サポートセンター利用について   
(1)現在の利用頻度について 

 
 

 

 

 

＊「利用していない」 と答えた場合の理由（複数回答可） 

 
 

 

 

 

 

(2)主な利用目的について（複数回答可） 

 
 

 

 

15.0%

44.3%
18.6%

17.9%
4.3% 定期的に利用している

不定期だが継続して利用している

年に1～2回利用している

利用していない

その他

21.6%

32.4%13.5%

18.9%

13.5%

活動エリアから遠い

印刷機等の設備は自前で対応している

情報発信はデジタル化している

打ち合わせなどは主にzoomで対応している

その他

78.6%

33.6%

9.3%

19.3%

10.0%

0.0% 10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%90.0%

会議・打ち合わせ

印刷機などの事務機器利用

情報収集（掲示板、貸出PCなどによる）

情報発信（チラシの配架など）

その他

・約４４％の団体が「不定期だが継続して利用している」と答えています。 

・約３０％の団体が「設備を自前で対応している」と答えています。 

・約３０％の団体が「情報発信および打ち合わせ」などをデジタル対応していると答えています。 

・約８０％の団体が「会議・打ち合わせ」を目的にサポートセンターを利用しています。 



 

(3)直近 3年の利用頻度（コロナ禍前後比）について 

 
 

 

 

 

  ＊「かなり減った」「少し減った」と答えた場合の理由 

 
 

 

 

 

 (4)あったら良いと思う設備等（複数回答可） 

 

2.9%

31.4%

19.3%

38.6%

7.9%

増えた

以前と変わらない

少し減った

かなり減った

その他

53.1%

6.2%

7.4%

42.0%

14.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

活動自体が減った

チラシなど印刷物をデジタル化した

他に活動場所を見つけた

オンライン会議を活用している

その他

19.3%

67.9%

17.1%

9.3%

20.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

相談コーナー

カフェコーナー（軽飲食スペース）

図書コーナー

キッズスペース

その他

・約６０％の団体が「かなり減った」または「少し減った」と答えています。 

・約半数の団体が「活動自体が減った」と答えています。 

・約４０％の団体が「オンライン会議を活用している」と答えています。 

・約７０％の団体が「カフェコーナー（軽飲食スペース）」があったら良いと答えています。 


